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中間のまとめ答申にあたって 

東 京 は 、大 量 の エ ネ ル ギ ー を 消 費 す る 世 界 有 数 の 大 都 市 で あ り 、

カ ナ ダ 一 国 に 匹 敵 す る ほ ど の 経 済 規 模 を 有 し て い る 。 そ の 大 量 の

エ ネ ル ギ ー 消 費 が 主 な 要 因 と な っ て 、 東 京 で は 、 地 球 温 暖 化 に 加

え 、都 市 の 温 暖 化 と も い う べ き ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現 象 と い う 、“ ２

つ の 温 暖 化 ”が 深 刻 化 し て い る 。地 球 温 暖 化 の 原 因 と な る CO2 の

排 出 量 は 、 東 京 に お い て 、1990（ 平 成 2）年 度から 2001（ 平

成 13）年 度 の 11 年 間 で 約 ５ ％ 増 加 し 、今 後 も 増 加 が 見 込 ま れ て

い る 。  

一方、国は 2002（ 平成 14） 年 6 月 に 京 都 議 定 書 を 批 准 し 、

地 球 温 暖 化 対 策 推 進 大 綱 に 基 づ く 取 組 を 進 め て き た が 、 我 が 国 の

2010（ 平 成 22）年 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 は 、大 綱 に あ る 対 策 が

実 行 さ れ た と し て も 、1990（ 平 成 2）年 比 で 4.1－4.6%増 加 す

る と 推 計 さ れ て お り 、 早 急 な 対策の見直しが求められている。 

こ う し た こ と か ら 、 東 京 都 に お い て は 、 国 の 温 暖 化 対 策 の 強 化

だ け を 待 つ こ と な く 、 地 域 特 性 に 応 じ た 対 策 を 講 ず る こ と で 、 東

京 を 環 境 配 慮 が 内 在 化 さ れ た 持 続 可 能 な 社 会 に 転 換 さ せ て い く こ

と が 必 要 で あ る 。  

こ の よ う な 観 点 か ら 、 都 が 2002（ 平 成 14） 年 11 月 に発表

し た 「 都 市 と 地 球 の 温 暖 化 阻 止 に 関 す る 基 本 方 針 」 は 、 産 業 ・ 業

務 ・ 家 庭 ・ 運 輸 部 門 の 対 策 に 、 都 の 率 先 行 動 を 加 え 、 都 の 温 暖 化

対 策 の 方 向 性 と し て 、 ６ つ の 挑 戦 を 掲 げ て い る 。  

こ の う ち 、 挑 戦 １ ～ ３ に 関 す る 次 の 項 目 に つ い て 、 制 度 構 築 に

向 け た 専 門 的 ・ 技 術 的 観 点 か ら 検 討 す る た め 、 東 京 都 環 境 審 議 会

は 、 同 年 12 月 に 、 都 か ら 諮 問 を 受 け た 。  

①  オ フ ィ ス 等 大 規 模 事 業 所 の CO2 排 出 量 削 減 に 向 け た 実 効 性 あ

る し く み づ く り  

②  新 築 建 築 物 に 対 す る 、 よ り 高 い 省 エ ネ 性 能 の 達 成 策  

③  消 費 者 が 省 エ ネ ル ギ ー 型 製 品 を 選 択 す る よ う 誘 導 す る 、 実 効

性 あ る し く み づ く り  



 

こ の「 中 間 の ま と め 」は 、そ の 後 、こ れ ら の 諮 問 事 項 に つ い て 、

約 一 年 余 に わ た る 間 に わ た り 審 議 を 重 ね 、 し て き た 内 容 を 中 間 的

に と り ま と め た も の で あ る 。 2004（ 平成 16） 年 2 月 には審 議

の 経 過 を「 中 間 の ま と め 」と し て 公 表 し 、都 民 、事 業 者 、Ｎ Ｐ Ｏ 、

関 係 行 政 機 関 な ど か ら 広 く 意 見 を 募 っ た 。  

そ し て 今 回 、寄 せ ら れ た 意 見 を 踏 ま え て 、さ ら に 検 討 を 深 め た

結 果 、 本 答 申 を ま と め る に 至 っ た も の で あ る 。  

審 議 会 で は 、この「 中 間 の ま と め 」を 幅 広 い 議 論 の 素 材 と し て

提 供 す る と と も に 、 今 後 の 最 終 取 り ま と め に 向 け 、 東 京 の 環 境 、

ま た 、広く 温 暖 化 の 問 題 に 関 心 を 持 つ 都民、事業者、ＮＰＯ、関

係 行 政 機 関 な ど 、 多 く の 方 々 からのご意見を期待する。  

本 答 申 は 、環 境 配 慮 が 内 在 化 さ れ た 社 会 シ ス テ ム を 実 現 す る こ

と 、そ の た め に 、企 業 、都 民 、行 政 の 各 主 体 が 温 暖 化 問 題 に 対 す

る 社 会 的 責 任 を 自 覚 し て 、積 極 的 か つ 主 体 的 に 取 組 む こ と が 重 要

で あ る こ と を 基 本 理 念 と し た 。  

大 規 模 事 業 所 の CO2 排 出 量 削 減 に つ い て は 、 事 業 者 が 設 定 す

る 総 量 削 減 目 標 に つ い て 、新 た な 評 価 の し く み の 導 入 と 、公 表 の

充 実 、行政 の 積 極 的 な 誘 導 策 な ど に よ っ て 、よ り 高 い 削 減 水 準 を

目 指 す し く み と し て い る 。 

こ の ほ か 、 新 築 建 築 物 等 の 環 境 配 慮 設 計 の 推 進 を 目 的 に 行 う

「 建 築 物 環 境 計 画 書 制 度 の 強 化 」や 、消 費 者 へ の 省 エ ネ 情 報 等 の

確 実 な 伝 達 を 目 的 に 行 う 「 家 電 製 品 へ の ラ ベ リ ン グ 制 度 の 創 設 」

と 併 せ て 、 ３ つ の 制 度 化 の 方 向 性 を 提 言 し て い る が 、 こ れ ら は 、

い ず れ も 東 京 都 が 全 国 に 先 駆 けて行う取組となる。  

本 審 議 会 は 、こ の 答 申 を も と に し て 、東 京 都 が 早 期 に 取 組 を 開

始 す る と と も に 、社 会 の 変 化 や 導 入 効 果 を 踏 ま え て 対 策 を 進 化 さ

せ て い く こ と で 、温 暖 化 対 策 の 実 効 性 を 高 め て い く こ と を 強 く 期

待 す る も の で あ る 。  
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資料 気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ） 
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第１ 東京における新しい温暖化対策の必要性 
 

１１１   東東東京京京ががが直直直面面面すすするるる“““２２２つつつののの温温温暖暖暖化化化”””   
                  ～～～地地地球球球温温温暖暖暖化化化とととヒヒヒーーートトトアアアイイイララランンンドドド現現現象象象～～～    

(1)  顕在化してきた地球温暖化の進行 

地 球 温 暖 化 の 問 題 は 、 化 石 燃 料 の 消 費 な ど に よ り 排 出 さ れ る

二 酸 化 炭 素 （ CO2） や 、 冷 媒 な ど で 使 用 さ れ て い る フ ロ ン な ど

の 温 室 効 果 ガ ス が 原 因 と な っ て い る 。 産 業 革 命 以 来 、 人 類 が 石

炭 や 石 油 な ど の エ ネ ル ギ ー を 大 量 に 消 費 す る よ う に な っ た こ と

が 、 地 球 温 暖 化 の 最 大 の 要 因 で あ る 。  

2003 年 12 月 、世 界 保 健 機 関（WHO）は 地 球 温 暖 化 が 健 康

へ 及 ぼ す 影 響 に つ い て 発 表 し 、温 暖 化 に よ っ て 2000 年 だけ で

推 定 15 万 人 が 死 亡 し 、 こ の ま ま 放 置 す れ ば 30 年 後 に は 死 者

が 倍 増 す る 恐 れ が あ る と 警 告 し た 。 温 暖 化 の 影 響 と い わ れ て い

るものは、氷 河 の 減 少 や 生 態 系 の 変 化 に と ど ま ら な い 。昨 年 夏 、

欧 州 で 約 ２ 万 人 が 死 亡 し た 熱 波 の よ う に 、 一 度 に 多 数 の 死 者 を

出 す よ う な 異 常 気 象 の 増 加 の ほ か 、 デ ン グ 熱 な ど 感 染 症 の 増 加

な ど さ ま ざ ま な 形 で 私 た ち の 回 り に 出 現 し て い る 。  

 

図表 1 ２１００年までの気温上昇予測 図表 2 大気中の CO2 濃度変化 
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ま た 、気候 変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル（ IPCC）の 第 3 次 評 価

報 告書（2001 年 ） に よ れ ば 、 壊 滅 的 な 異 常 気 象 に よ る 世 界 規

模 で の 経 済 的 損 失 は 、1950 年 代 の 年 間 Ｕ Ｓ ＄ 39 億 か ら 1990

年 代 の 年 間 Ｕ Ｓ ＄ 400 億 へ と す で に 10.3 倍 に 増 大 し て お り 、

さ ら に 、 国 連 環 境 計 画 （ Ｕ Ｎ Ｅ Ｐ ） の 報 告 （ 同 年 ） に よ れ ば 、

2050 年 に 二 酸 化 炭 素 の 濃 度 が 2 倍 に な る と 、繰 り 返 さ れ る 異

常 気 象 や 海 面 上 昇 に よ る 土 地 の 喪 失 、 漁 業 や 農 業 へ の 悪 影 響 、

水 不 足 な ど で 年 間 Ｕ Ｓ ＄ 3000 億 （ 約 35 兆 円 ） 以 上 の 損 害 が

発 生 す る と 予 測 さ れ て い る 。  

我 々 は 、 こ の よ う な 地 球 温 暖 化 の 阻 止 を 、 人 類 に 課 せ ら れ た

大 き な 課 題 と し て 強 く 認 識 し 、 持 続 可 能 な 社 会 の 構 築 に 向 け た

さ ま ざ ま な 対 策 に 取 り 組 む 必 要 が あ る 。  

(2)  ヒートアイランド現象の深刻化～東京の新たな公害「熱汚染」～ 

エ ネ ル ギ ー の 大 量 消 費 は 、 東 京 に お け る ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現

象 も 引 き 起 こ す 要 因 で も あ る 。 東 京 の 年 平 均 気 温 は 過 去 100

年 で 約 3℃ 上 昇 し て お り（ 図 表 3 参 照 ）、こ の 数 値 は 、日 本 に お

け る 他 の 大 都 市 の 2.4℃ 、 中 小 規 模 の 都 市 で 1℃ の 上 昇 に 比 べ

て 大 き い 。 ま た 、 熱 帯 夜 の 日 数 は 、 過 去 40 年 間 で 約 ２ 倍 と な

っ た 。  

 

図表 3 東京における年平均気温の推移 図表 4 東京における熱帯夜日数の推移 
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こ の こ と は 、 東 京 に お い て は 、 地 球 温 暖 化 の 影 響 に 加 え 、 都

市 の 温 暖 化 と も い う べ き ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現 象 の 進 行 に よ り 、

環 境 の 危 機 的 な 状 況 が 集 約 的 か つ 象 徴 的 に 現 れ て い る こ と を 示

し て い る 。  

ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現 象 は 、 真 夏 日 や 熱 帯 夜 の を 増 加 （ 図 表 4
参 照 ）、熱中 症 の 発 生 に 加 えさ せ る だ け で な く、集 中 豪 雨 や 光 化

学 ス モ ッ グ 等 と の 関 連 性 が 指 摘 さ れ る な ど 、 都 民 の 健 康 、 財 産

に 対 し 直 接 的 な 影 響 を 及 ぼ し 始 め て お り 、「 熱 汚 染 」とい う 新 た

な 公 害 と 位 置 づ け る べ き も の で あ る 。  

こ れ ら の 問 題 を 引 き 起 こ す 要 因 は 、 エ ネ ル ギ ー 使 用 の 増 大 だ

け で な く 、 緑 地 や 水 面 な ど の 減 少 、 舗 装 な ど 地 表 面 の 人 工 化 、

ビ ル の 密 集 な ど に よ る 通 風 の 阻 害 な ど で あ る 。 そ の た め 、 ヒ ー

ト ア イ ラ ン ド 現 象 を 緩 和 し て い く た め に は 、 都 市 づ く り に お い

て 環 境 配 慮 を 組 み 込 ん で い く 必 要 が あ る 。  

(3)  “2 つの温暖化”問題に直面する東京 

東 京 は 、 カ ナ ダ 一 国 に 匹 敵 す る 経 済 規 模 を 有 す る 大 都 市 と し

て（図 表 5 参 照 ）、大 量のエネルギーを消費し、CO2、排 熱、大

気 汚 染 物 質 な ど 、 大 き な 環 境 負 荷 を 与 え て い る 。 ま た 、 都 内 で

直 接 、 エ ネ ル ギ ー を 消 費 す る だけでなく、都外からの工業製品 

 

図表 5 都内総生産と世界各国との名目 GDP との比較 

（10 億 US ドル、GDP：2002、都内総生産：2000） 

 GDP 
(都 内 総 生 産 ) 

 GDP 
(都 内 総 生 産 ) 

①  ア メ リ カ  10,446 ⑥  中 国  1,237 

②  日 本  3,983 ⑦  イ タ リ ア  1,184 

③  ド イ ツ  1,984 ⑧  東 京  791 

④  イ ギ リ ス  1,567 ⑨  カ ナ ダ  736 

⑤  フ ラ ン ス  1,431 ⑩  メ キ シ コ  637 

 資料 GDP「世界の統計 2004」（総務省統計局） 

    都内総生産「都民経済計算年報」（東京都総務局） 
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や 農 水 産 物 等 の 供 給 に 大 き く 依 存 す る こ と で 、 都 外 で も エ ネ ル

ギ ー の 大 量 消 費 を も た ら し て い る 。 夏 に お い て は と く に 、 気 温

上 昇 が さ ら な る 冷 房 需 要 を も た ら す と い う 、 温 暖 化 と エ ネ ル ギ

ー 使 用 の 増 大 の 悪 循 環 を 引 き 起 こ し て い る 。  

そ の た め 、東 京 で は 、“ ２ つ の 温 暖 化 ”が 同 時 進 行 し 、深 刻 化

し て い る 現 実 を 直 視 し 、 実 効 性 あ る 温 暖 化 対 策 を 進 め て い く 必

要 が あ る 。 そ の 際 、 エ ネ ル ギ ー 消 費 の 抑 制 、 す な わ ち 省 エ ネ ル

ギー対策は、CO2 排 出 の 抑 制 に よ る 地 球 温 暖 化 対 策 と 、 排 熱 抑

制 と い う ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対 策 と の 両 方 に 効 果 を 有 す る 。 こ の

こ と か ら 、 東 京 に お い て は 、 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 を と く に 重 点 的

に 取 り 組 み 、 省 エ ネ ル ギ ー 型 都市を構築していく必要がある。 

 

 

図表 6 東京をとりまく“２つの温暖化” 
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２２２   温温温暖暖暖化化化対対対策策策ののの現現現状状状ととと課課課題題題   

(1)  国際的動向と国の対策 

地 球 温 暖 化 問 題 は 、 世 界 的 な レ ベ ル で の 取 組 が 必 要 で あ り 、

国 際 社 会 で も 放 置 で き な い 問 題 と し て 認 識 さ れ て い る 。 こ れ ま

で の 国 際 的 な 取 組 と し て 、1992 年 に 、 気 候 変 動 に 関 す る 国 際

連 合 枠 組 条 約 が 採 択 さ れ 、 こ の 条 約 を も と に 、 1997 年 に京 都

で 開 催 さ れ た 第 3 回 締 約 国 会 議 （ COP3） に お い て 、 京 都 議 定

書 が 採 択 さ れ た 。 京 都 議 定 書 で は 、 世 界 186 カ国 が 参 加 し 、

い わ ゆ る 先 進 国 に お け る 6 つ の 温 室 効 果 ガ ス を 削 減 す る 数 値 目

標 と 目 標 達 成 期 間 が 合 意 さ れ た 。 現 在 、 京 都 議 定 書 は 、 経 済 へ

の 悪 影 響 を 理 由 と す る 米 国 の 離 脱 、 ロ シ ア の 批 准 の 遅 れ な ど に

よ り 、 発 効 の 見 通 し が 不 透 明 と な っ て い る 。  

し か し な が ら 、 ド イ ツ や 英 国 な ど 、 京 都 議 定 書 を 上 回 る 高 い

目標を掲げ、国際的公約を達成するために積極 的 に 対 策 を 進 め 、

成 果 を 挙 げ て い る 国 も 見 ら れ る 。 ま た 、 米 国 に お い て も 、 京 都

議 定 書 の 離 脱 を 決 定 し た 連 邦 政 府 と は 別 に 、 シ カ ゴ で の 排 出 権

取 引 プ ロ グ ラ ム の 開 始 や 、 カ リ フ ォ ル ニ ア 州 に お け る 温 室 効 果

ガ ス 削 減 対 策 法 案 へ の 知 事 の 署 名 な ど 、 企 業 や 州 政 府 で は 、 独

自 に 新 た な 温 暖 化 対 策 を 模 索 し て い る 。  

日 本は、2002 年 6 月 に京都 議定書を批准し、新たな「 地 球

温 暖 化 対 策 推 進 大 綱 」 の 制 定 や 「 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 に

関 す る 法 律 」（ 省 エ ネ 法 ） の 改 正 、「 電 気 事 業 者 に よ る 新 エ ネ ル

ギ ー 等 の 利 用 に 関 す る 特 別 措 置 法 」（ RPS 法 ） の 制 定 な ど を 行

っ て き た が 、2001 年 度 の 実 績 を み る と 、日 本 全 体 の CO2 排 出

量 は 1990 年 比 で 8.2％ 増 加 し て お り 、CO2 排 出 量 の 増 加 傾 向

に 歯 止 め が か か っ て い な い 。 そ の た め 、 国 に お い て は 、 対 策 の

見 直 し が 求 め ら れ る と と も に 、都 は 、“ 2 つ の 温 暖 化 ”を 阻 止 す

る た め 、 国 の 対 策 の み に 依 存 す る こ と な く 、 実 効 性 の あ る 温 暖

化 対 策 を 進 め る 必 要 が あ る 。  
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(2)  先行して進めてきた都の対策とその課題 

都 は 、環境 施 策 の さ ら な る 飛 躍 を 実 現 す る た め 、「 健 康 で 安 全

な 環 境 の 確 保 と 持 続 可 能 な 社 会 へ の 変 革 を 、東 京 か ら 実 現 す る 」

こ と を 基 本 理 念 と し て 、2002 年 1 月 に「 東 京 都 環 境 基 本 計 画 」

を 策 定 し た 。こ の 中 で 、温 暖 化 対 策 に つ い て は 、「 2010 年 度 に

お け る 東 京 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 を 1990 年 度 比 で ６ ％ 削 減 す

る」な ど の 目 標 を 掲 げ 、事 業 者 や 都 民 の 理 解 と 協 力 を 得 な が ら 、

全 国 に 先 駆 け た さ ま ざ ま な 温 暖 化 対 策 を 進 め て き た （ 巻 末  参

考 資 料 １ 参 照 ）。  

ま た 、都は 、2002 年 11 月 に 、「 都 市 と 地 球 の 温 暖 化 阻 止 に

関 す る 基 本 方 針 」 を 発 表 し 、 環 境 配 慮 が 内 在 化 さ れ た 新 た な 社

会 シ ス テ ム を 構 築 す る な ど 、 ３ つ の 基 本 理 念 を 明 ら か に す る と

と も に 、 産 業 ・ 業 務 ・ 家 庭 ・ 運 輸 部 門 の 対 策 に 、 都 の 率 先 行 動

を 加 え た 、 都 の 温 暖 化 対 策 の 方 針 に つ い て 全 体 像 と し て 示 し 、

６ つ の 挑 戦 を 掲 げ た 。  

こ の う ち 、 挑 戦 １ ～ ３ に 関 す る 対 策 に つ い て 、 制 度 構 築 に 向

け た 専 門 的 ・ 技 術 的 観 点 か ら 検 討 す る た め 、 東 京 都 環 境 審 議 会

は 、 同 年 12 月 に 都 か ら 諮 問 を 受 け た 。  

さ ら に 、都 は 、全国 に 先 駆 け た 温 暖 化 対 策 と し て 、「 都 民 の 健

康 と 安 全 を 確 保 す る 環 境 に 関 す る 条 例 」（ 環 境 確 保 条 例 ）に 基 づ

く ２ つ の 計 画 書 制 度 を 施 行 し た 。 こ の う ち 、 地 球 温 暖 化 対 策 計

画 書制度（ 2002 年 4 月 施行 ）は、エ ネ ル ギ ー の 使 用 量 が 大 き

な 事 業 所 を 対 象 に 、 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 の 提 出 と 公 表 を 義 務

付 け る こ と に よ り 、 事 業 活 動 に お け る 温 暖 化 対 策 の 自 主 的 取 組

を 計 画 的 に 実 施 す る こ と を 求 め る も の で あ る 。 ま た 、 建 築 物 環

境 計 画 書 制 度（ 2002 年 6 月 施 行 ）は 、大 規 模 な 建 築 物 の 新 築・

増 築 時 に 建 築 物 環 境 計 画 書 の 提 出 を 義 務 付 け 、 都 が 公 表 す る こ

と に よ り 、 環 境 に 配 慮 し た 質 の 高 い 建 築 物 が 評 価 さ れ る 市 場 の

形 成 や 新 た な 技 術 開 発 を 促 進 す る も の で あ る 。  

し か し な が ら 、地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 制 度 の 集 計 結 果（ 2002



 

 7

年 度 ） で は 、 大 規 模 事 業 者 の 今 後 3 年 間 の 削 減 目 標 は 平 均 約

2%と 低 い 水 準 に と ど ま る こ と が 明 ら か に な っ た（ 図 表 7 参照）。

目 標 の 水 準 が 低 い レ ベ ル に と ど ま っ た 主 な 要 因 と し て 、 事 業 者

の 目 標 設 定 が ま っ た く の 任 意 の も の で あ っ た た め と 考 え ら れ る 。

そ こ で 、 事 業 者 が よ り 高 い 水 準 の 排 出 削 減 に 取 り 組 ん で い け る

よ う 、 よ り 実 効 性 の あ る 制 度 と し て 充 実 ・ 強 化 を 図 る 必 要 が あ

る 。  

 

図表 7 対象事業所の削減目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３３   新新新しししいいい温温温暖暖暖化化化対対対策策策ののの必必必要要要性性性   
都 は 、 東 京 が 直 面 す る “ ２ つ の 温 暖 化 ”（ 地 球 温 暖 化 と ヒ ー ト

ア イ ラ ン ド 現 象 ）を 阻 止 す る た め に 、エ ネ ル ギ ー 消 費 の 構 造 な ど

の 地 域 特 性 や 、事 業 者 の 取 組 の 実 態 を 踏 ま え て 、自 治 体 と し て 率

先 し て 、 実 効 性 の 高 い 施 策 を 展 開 し て い く 必 要 が あ る 。  
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(1)  東京の地域特性を踏まえた制度の必要性 

実 効 性 の あ る 温 暖 化 対 策 を 推 進 し て い く た め に は 、 東 京 に お

け る エ ネ ル ギ ー 消 費 の 構 造 を 踏 ま え た 対 策 を 講 じ て い く 必 要 が

ある。すなわち、CO2 が東京において、どの部 門で、どのよう

な 形 で 排 出 さ れ て い る の か と い っ た 実 態 を 充 分 踏 ま え る 必 要 が

あ る 。  

部 門 別 の CO2 排 出 量 は 、全 国 で は 工 場 な ど の 産 業 部 門 が 約 ４

割 、 オ フ ィ ス な ど の 業 務 部 門 が 約 2 割を 占 め る が 、 東 京 で は 、

産 業 部 門 が 約 １ 割 、 業 務 部 門 が 約 ３ 割 と な っ て い る 。 こ の よ う

に、東京においては、業務部門からの CO2 排 出 量 の 割 合 が 大 き

く 、 排 出 量 の 伸 び も 大 き い と い う 地 域 特 性 が あ る こ と か ら （ 図

表 1 8、 図 表 2 9 参 照 ）、 オ フ ィ ス 等 の 業 務 部 門 対 策 を 中 心 と し

た 対 策 強 化 が 求 め ら れ る 。  
 

図表 8 都における部門別 CO2 排出量の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：エネルギー需給構造調査（東京都環境局）等より作成） 

（暫定値） 

※ ’10 年度推計値については、’90 年度から’00 年度までのトレンド（2002 年度調査）を基に算定した値である。 

（東京都環境基本計画） 
図中のカッコ内は、構成比（％）を示す。
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1,790万t
　(31.1%)

1,310万t
　(22.8%)
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(17.2%)

610万t
 (10.0%)
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 (34.7%)

９
０
年
度
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％
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（
推
計
）

15

 約5,770万t 約6,060万t 約6,600万t 約5400万t

100
105

115

合
計

その他

94



 

 9

図表 9 東京都と全国の部門別二酸化炭素の排出量割合（暫定値） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭部門は、東京の CO2 排 出 量 の 約 ２ 割 を 占 め る が 、そ の 中

で も 、 電 力 使 用 に よ る 排 出 割 合 が 約 ６ 割 を 占 め る こ と か ら 、 近

年 開 発 が 進 ん で い る 省 エ ネ 型 家 電 の 普 及 を 進 め る と と も に 、 家

電 以 外 の 機 器 に つ い て も 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 に 取 組 む こ と が 必 要

である。 

運 輸 部 門 は 、東 京 の CO2 排 出 量 の 約 ３ 割 を 占 め 、1990 年 度

からの伸びも大きい。そのた め、運輸部門についても、CO2 排

出 量 の 大 き さ を 踏 ま え て 、 有 効 な 対 策 を 講 じ る 必 要 が あ る 。  

ま た 、 東 京 で は 、 高 度 成 長 期 前 後 に 建 設 さ れ た 建 築 物 が 、 今

後 、 大 量 に 更 新 期 を 迎 え る こ と か ら 、 都 市 再 生 の 動 き が あ る 中

で 、 こ の 期 を 逃 さ ず 、 省 エ ネ ル ギ ー 性 能 を は じ め と す る 、 新 築

建 築 物 の 環 境 性 能 を 向 上 さ せ て い く こ と が 必 要 で あ る 。  

(2)  実効性ある対策を自治体から進める必要性 

１ で も 述 べ た よ う に 、 東 京 は 、 地 球 温 暖 化 問 題 に 加 え て 、 身

近 な 問 題 と し て 「 熱 汚 染 」 の 問 題 を か か え て お り 、 温 暖 化 問 題

は 、 地 球 レ ベ ル の 問 題 で あ る と と も に 、 地 域 の 問 題 で あ る 。 そ

東京都 全国 
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こ で 、 国 の 取 り 組 み だ け で 十 分 と す る の で は な く 、 自 治 体 は 、

国 の 対 策 を 視 野 に 置 き な が ら も 、 率 先 し て 温 暖 化 対 策 を 進 め る

必 要 が あ る 。  

ま た 、 都 が 工 場 ・ 事 業 所 の Ｃ Ｏ ２ 削 減 に 向 け た 取 組 状 況 等 を  

サ ン プ リ ン グ 調 査 し た と こ ろ 、 既 に 相 当 の 努 力 を 行 っ て い る 事

業 所 が 見 ら れ る 一 方 で 、 今 後 、 CO2 を 1０％以上削減できると

見 ら れ る 事 業 所 も 多 く 存 在 し た 。 こ の こ と は 、 工 場 ・ 事 業 所 に

お い て 、ま だ 省 エ ネ 対 策 を 進 め る 余 地 が あ る こ と を 示 し て お り 、

さ ら な る 削 減 余 地 を 適 切 に 把 握 す る こ と で 、 実 効 性 あ る 対 策 を

進 め る こ と が で き る 。  

デ ィ ー ゼ ル 車 対 策 を は じ め 、 こ れ ま で の 環 境 施 策 に お い て 、

地 域 に 根 ざ し た 自 治 体 に よ る 、 地 域 の 実 態 を 踏 ま え た 取 組 が 国

を 動 か し て き た 。  

東 京 が エ ネ ル ギ ー を 大 量 消 費 し て い る と い う 環 境 負 荷 の 大 き

さ と 、 潜 在 的 な 対 策 余 地 を 踏 ま え て 、 都 は 、 地 域 の 実 情 に 通 じ

た 地 方 自 治 体 と し て 、 国 の 対 策 を 待 つ こ と な く 、 独 自 の “ ２ つ

の 温 暖 化 ” 対 策 を 強 力 に 推 進 し て い く 必 要 が あ る 。  
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第２ 温暖化対策に関する新たな制度の基本的考え方 

 

１１１   温温温暖暖暖化化化対対対策策策ののの基基基本本本理理理念念念   

(1)  環境配慮が内在化された社会システムの実現 

第 １ で 述 べ て き た よ う に 、 東 京 が か か え る “ 2 つ の 温 暖 化 ”

の 問 題 は 、 現 在 の 社 会 経 済 活 動 が エ ネ ル ギ ー 多 消 費 型 で あ る こ

と に 大 き な 要 因 が あ る 。 こ れ ま で の 社 会 は 、 利 便 性 ・ 快 適 性 の

追 及 を 重 視 し 、 エ ネ ル ギ ー 資 源 を 大 量 に 消 費 し て き た 。 こ の ま

ま 手 を こ ま ね い て い れ ば 、 温 暖 化 問 題 は 、 長 期 的 に は 社 会 経 済

の 基 盤 を 揺 る が し か ね な い 。  

社 会 経 済 活 動 を 持 続 さ せ て い く た め に は 、 す べ て の 都 市 活 動

に 環 境 配 慮 が 内 在 化 さ れ た 社 会 シ ス テ ム を 実 現 し て い く こ と が

必 要 で あ り 、 そ の 中 で も 温 暖 化 対 策 は 重 要 な 要 素 で あ る 。  

日 本 経 済 の 足 跡 を 振 り 返 っ て み れ ば 、 温 暖 化 対 策 の 推 進 が 経

済 活 性 化 の 原 動 力 と な る こ と は 十 分 可 能 で あ る 。か つ て 日 本 は 、

1970 年 代 のオイルショックを克服する過程で 、 世 界 有 数 の 省

エ ネ ル ギ ー 技 術 を 培 っ て き た 。 こ う し た 資 源 的 、 環 境 的 な 制 約

へ の 挑 戦 は 、 ま さ に 国 際 競 争 力 の 源 泉 と な っ て き た と い え る 。

さ ら に 、 温 暖 化 対 策 の 推 進 は 、 省 エ ネ ル ギ ー 設 備 や 再 生 可 能 エ

ネ ル ギ ー な ど の 新 技 術 の 開 発 、ESCO 事 業 な ど の 新 た な エ ネ ル

ギ ー 管 理 産 業 の 発 展 な ど を 通 じ て 、 新 た な ビ ジ ネ ス チ ャ ン ス や

雇 用 創 出 の 契 機 と も な り う る（ 図 表10 参 照 ）。ま た、省エネルギ

ー 対 策 を 進 め る こ と は 、ラ ン ニ ン グ コ ス ト の 削 減 に も つ な が り 、

事 業 者 や 家 庭 に も メ リ ッ ト が あ る 。 こ の よ う に 温 暖 化 対 策 を 推

進 し 、 環 境 と 経 済 を 両 立 さ せ ていくことが極めて重要である。 

以 上 を 踏 ま え る と 、 社 会 経 済 に お け る さ ま ざ ま な 活 動 自 体 に

環 境 に 対 す る 配 慮 が 組 み 込 ま れ 、 各 々 の 活 動 の 総 体 と し て 、 社

会 全 体 で 環 境 負 荷 が 軽 減 さ れ る し く み づ く り が 重 要 と な る 。 エ

ネ ル ギ ー や 資 源 を 大 量 消 費 す るこれまでの社会経済システムか 



 

 12

図表 10 「省エネルギー・エネルギー管理」ビジネスの市場規模の現状と将来予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （資料：平成 14 年版環境白書（環境省）） 

 

ら 脱 却 し 、 温 暖 化 の 阻 止 を め ざ し て 、 環 境 配 慮 が 内 在 化 さ れ た

持 続 可 能 な 社 会 へ 転 換 す る た め の 社 会 的 ル ー ル の 確 立 や 都 市 づ

く り こ そ が 、 今 ま さ に 求 め ら れ て い る 東 京 の 将 来 像 で あ る 。  

(2)  持続可能な社会の形成を担う各主体の社会的責任と役割 

温 暖 化 の 問 題 は 、 一 人 ひ と り の 環 境 へ の 負 荷 が 積 み 重 な る こ

と で 顕 在 化 し 、地域、ひ い て は 地 球 規 模 で の 影 響 を 与 え て い る 。

そ の た め 、 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 に は 、 社 会 の す べ て の 構 成 員

が 温 暖 化 を 自 ら の 問 題 と し て 捉 え 、個 々 の 企 業 や 家 庭 に お い て 、

着 実 に 対 策 を 積 み 重 ね る こ と が 重 要 で あ る 。 こ う し た こ と を 踏

ま え れ ば 、都 民 、企 業 、行 政 と い っ た す べ て の 主 体 が 、“ 2 つ の

温 暖 化 ” の 問 題 に 対 す る 社 会 的 責 任 を 自 覚 し 、 温 暖 化 の 進 行 を

阻 止 す る た め の 役 割 を そ れ ぞ れ が 果 た し て い く こ と が 、 今 ま さ

に 求 め ら れ て い る 。  
この中で、都内における CO2 の 排 出 量 の 多 い 企 業 の 役 割 に 期

待 す る も の は 大 き い 。都 内 の 企 業 に 関 わ る CO2 の 排 出 量（ 2001

年 度 ） は 、 産 業 部 門 と 業 務 部 門 を あ わ せ て 約 ４ 割 を 占 め 、 ま た

３ 割 以 上 を 占 め る 運 輸 部 門 で も 事 業 活 動 に 起 因 す る も の は 少 な

く な い 。業 務 部 門 で は 、今 後 も オ フ ィ ス ビ ル な ど の 増 加 に 伴 い 、
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CO2 排 出 量 の 増 加 が 見 込 ま れ る 。と く に 、都内の全事業所の１％

に 満 た な い 数 の 大 規 模 事 業 所 は 、都 内 の 産 業・業務 部 門 の CO2

排 出 量 の 約 ３ 割 を 占 め る 。 こ う し た 環 境 へ の 負 荷 の 大 き さ を 自

覚 し て 、 先 進 的 な 企 業 に お い て は 、 企 業 の 社 会 的 責 任 と し て 、

経 営 方 針 の 大 き な 柱 に 環 境 へ の 取 組 を 据 え て い る 企 業 が 益 々 増

え て き て い る 。 今 後 は 、 す べ て の 企 業 に お い て 、 企 業 経 営 の 基

本 に 環 境 へ の 配 慮 を 据 え る 取 組 が 求 め ら れ る 。  
こ う し た 環 境 に 関 す る 企 業 の 役割の重要性の指摘は、例 え ば 、

日 本 経 済 団 体 連 合 会 が 掲 げ る ビ ジ ョ ン で あ る 「 環 境 立 国 」 の 中

に も 見 る こ と が で き る （「 日 本 経 済 団 体 連 合 会 新 ビ ジ ョ ン 」

2003 年 ）。さ ら に 、近 年 で は 、企 業 の 社 会 的 責 任 を 重 ん じ る 考

え方から、金 融 機 関 に よ る 環 境 格 付 け の 動 き が 現 れ て き て い る 。

こ う し た 動 き は 積 極 的 な 取 組 を 進 め た 企 業 を 投 資 家 や 消 費 者 な

ど が 評 価 し 、 さ ら な る 展 開 を 後押しするものである。  
一 方 、 都 民 に も 、 消 費 者 、 地 域 住 民 と し て 、 自 ら も 温 室 効 果

ガ ス の 排 出 者 で あ る こ と を 自 覚 し 、 ラ イ フ ス タ イ ル を 変 え て い

く な ど 、具 体 的 な 行 動 に 取 り 組 む こ と が求められる。グリーン・

コ ン シ ュ ー マ ー （ 環 境 に 配 慮 す る 消 費 者 ） や グ リ ー ン 購 入 （ 環

境 に 配 慮 し た 製 品 の 購 入 ） が 広 ま り つ つ あ り 、 都 民 は 製 品 ・ サ

ー ビ ス の 購 入 を 通 じ て 、 温 暖 化 対 策 に 積 極 的 に 取 り 組 む 企 業 を

支 持 し て い く と い う 重 要 な 役 割 を 担 っ て い る 。  
さ ら に 、 都 は 、 自 ら の 事 務 事 業 活 動 に お い て 省 エ ネ ル ギ ー 対

策 に 取 り 組 み 、 率 先 行 動 を 進 め る と と も に 、 環 境 に 配 慮 し た 都

市 づ く り を 推 進 す る こ と が 求 め ら れ る 。 ま た 、 さ ま ざ ま な 主 体

と 連 携 を 図 り な が ら 、 都 民 、 企 業 の 取 組 を 支 援 、 促 進 す る た め

の 制 度 を 構 築 す る 役 割 を 担 っ て い る 。 都 は 、 こ の 制 度 構 築 に よ

り 、 環 境 配 慮 を 内 在 化 さ せ た 持 続 可 能 な 社 会 の 形 成 に 取 り 組 ん

で い く こ と が 求 め ら れ て い る 。  
こ の よ う に 、 環 境 に 関 す る 各 主 体 に お け る 社 会 的 責 任 を 自 覚

した積極的、主体的な取組こそが、21 世 紀 の 社 会 に お い て は 、

極 め て 重 要 な こ と で あ る 。  
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２２２   制制制度度度構構構築築築ののの基基基本本本的的的考考考えええ方方方   
多 岐 に わ た る 温 暖 化 対 策 の 中 で 、 東 京 の 地 域 特 性 を 踏 ま え て 、

制 度 構 築 す る 必 要 の あ る 対 策 と し て 、今 回 、当 審 議 会 に 諮 問 さ れ

た の は 、①  オ フ ィ ス 等 大 規 模 事 業 所 の CO2 排 出 量 削 減 に 向 け た

実 効 性 あ る し く み づ く り 、 ②  新 築 建 築 物 に 対 す る 、 よ り 高 い 省

エ ネ 性 能 の 達 成 策 、 ③  消 費 者 が 省 エ ネ ル ギ ー 型 製 品 を 選 択 す る

よ う 誘 導 す る 実 効 性 あ る し く み づ く り の ３ 点 で あ る 。こ れ ら の 制

度 の 充 実・強 化 を 図 る 観 点 か ら 、こ れ ら に 共 通 す る 基 本 的 考 え 方

を 次 に 整 理 す る 。  

(1)  事業者の積極的な取組が評価されるしくみ 

実 効 性 の あ る 温 暖 化 対 策 を 推 進していくためには、CO2 の 排

出 量 の 多 く を 占 め る 事 業 者 が 積 極 的 か つ 主 体 的 に 温 暖 化 対 策 に

取 り 組 む こ と が 求 め ら れ る 。  
事 業 者 に よ る 温 暖 化 対 策 は 、 多 様 な 社 会 経 済 活 動 に 関 わ る も

の で あ り 、 対 応 の 内 容 や 取 組 の 程 度 は 多 様 で あ る 。 事 業 者 の 取

組 の 実 態 を み る と 、 過 去 の 取 組 で す で に 成 果 を あ げ て い る 事 業

者 が 存 在 す る 反 面 、 取 組 の 遅 れ て い る 事 業 者 も 存 在 す る 。 そ の

た め 、 現 在 ま で に 成 果 を 上 げ た 取 組 の レ ベ ル に 応 じ て 、 そ れ ぞ

れ の 事 業 者 が よ り 高 い 水 準 に 向 け て 積 極 的 に 努 力 す る こ と を 促

す し く み と す る こ と が 必 要 で あ る 。 そ の 努 力 を 促 す し く み と し

て 欠 か せ な い の は 、 事 業 者 が 社 会 的 責 任 の 一 環 と し て 、 取 組 の

成 果 を 社 会 に 明 ら か に し 、 そ の 成 果 が 市 場 な ど で 評 価 さ れ る こ

とである。そ こ で 、評 価 と 公 表 の 制 度 を 充 実 さ せ る こ と に よ り 、

積 極 的 な 取 組 を 進 め た 事 業 者 、 建 築 物 、 製 品 な ど が 、 社 会 的 に

評 価 さ れ る し く み を 構 築 す る 。  
こ の よ う に 、 事 業 者 の 積 極 的 な 主 体 性 を 引 き 出 し 、 取 組 を 進

め た 事 業 者 が 社 会 的 に 評 価 さ れ る こ と で 、 よ り 高 い 水 準 を 目 指

す し く み と す る こ と が 、 全 体 の 水 準 を 引 き 上 げ 、 実 効 性 の あ る

温 暖 化 対 策 に お い て 有 効 で あ る 。  
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(2)  行政が事業者の取組を高い水準に導くしくみ 

現 行 制 度 よ り も 実 効 性 を 高 め て い く に は 、 事 業 者 の 取 組 だ け

に 依 存 す る の で は な く 、 行 政 の 役 割 と し て も 、 事 業 者 の 取 組 が

円 滑 に 実 施 さ れ る よ う な 手 だ て を 施 し 、 よ り 一 層 高 い 削 減 水 準

に 導 い て い く こ と が 必 要 で あ る 。 そ の た め 、 温 暖 化 対 策 の 手 法

を 具 体 的 に 提 示 し た り 、 客 観 的 な 評 価 基 準 な ど を 明 確 に し 、 指

導 ・ 助 言 を 行 う な ど 、 高 い 水 準 に 導 く た め の 積 極 的 な 誘 導 策 を

講 じ て い く べ き で あ る 。  
な お 、 評 価 基 準 な ど の 設 定 に 当 た っ て は 、 事 業 者 に お け る 温

暖 化 対 策 の 実 態 を 十 分 に 把 握 し 、 専 門 家 の 意 見 を 踏 ま え て 作 成

す る と と も に 、 温 暖 化 対 策 の 技 術 水 準 や 事 業 者 に お け る 取 組 結

果 の 状 況 な ど の 事 情 を 勘 案 し て 、 必 要 に 応 じ て 、 改 定 を 図 る べ

きである。  
 

 

図表 11 温暖化対策の基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 制度構築の基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

○温暖化対策に積極的な事業者が 
 より社会的に評価されるしくみへ 
 
○都の指導・助言によって 
 より高い CO２の削減水準へ誘導 

○環境配慮が内在化された 
 社会システムを実現する 
 
○持続可能な社会の形成を担う各主体が 
 社会的責任を自覚し、役割を果たす 
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第３ 諮問事項に係る各制度の方向性 

以 上 の 基 本 的 考 え 方 を 踏 ま え 、諮 問 事 項 に 沿 っ て 新 た な 制 度 の 方

向 性 を 以 下 の と お り 示 す 。な お 、参 考 資 料 と し て 、制 度 イ メ ー ジ の

概 略 を 、 巻 末 に 参 考 資 料 ２ か ら ４ と し て 示 す 。  

１１１   大大大規規規模模模事事事業業業者者者にににおおおけけけるるるＣＣＣＯＯＯ２２２削削削減減減ののの推推推進進進   

(1)  制度強化のねらい 

現 行 の 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 書 制 度 で は 、 エ ネ ル ギ ー 使 用 量 の

大 き な 既 存 の 工 場 ・ 事 務 所 等 を 対 象 に 温 暖 化 対 策 の 自 主 的 な 取

組 を 求 め て き た が 、 温 室 効 果 ガ ス の 削 減 目 標 の 設 定 が 事 業 者 の

全 く の 任 意 に 基 づ く も の で 、 さ ら な る 削 減 の 余 地 に 比 べ て 低 い

レ ベ ル に と ど ま っ て い た 。 都 に よ る 対 象 事 業 者 の エ ネ ル ギ ー 使

用 に 関 す る 実 態 調 査 で は 、 運 用 面 で の 対 策 な ど 、 過 大 な コ ス ト

を か け な い 対 策 で さ ら に 削 減 の 余 地 が 存 在 す る こ と が わ か っ て

き た 。 そ の た め 、 現 行 の 制 度 よ り も 全 体 の 排 出 削 減 の 水 準 を さ

ら に 引 き 上 げ て い く た め 、 制 度を強化する必要がある。  
こ の と き 、 大 多 数 の 事 業 者 に 実 現 可 能 な レ ベ ル で 一 律 の 目 標

基 準 だ け を 設 け る と い う 手 法 も あ る が 、 そ の 場 合 、 各 事 業 者 が

削 減 目 標 を 設 定 す る 際 に 、 削 減 の 余 地 が ま だ か な り あ っ て も 、

そ の 基 準 を 満 足 す る だ け の 低 い レ ベ ル の 目 標 に と ど め て し ま う

こ と が 懸 念 さ れ る 。 し か し 一 方 で 、 目 標 基 準 を 設 け ず 、 事 業 者

の 任 意 の 取 組 だ け に 頼 っ て い て は 、 現 行 制 度 の 削 減 レ ベ ル に と

ど ま り 、 さ ら な る 総 量 削 減 効 果を見込むことが難しい。  
全 体 の 削 減 水 準 を 引 き 上 げ て い く た め に は 、 積 極 的 に 排 出 削

減 に 取 り 組 み 、 よ り 高 い 削 減 レ ベ ル を 達 成 し た 事 業 者 が 社 会 的

に 評 価 さ れ る し く み と す る こ と が 有 効 で あ る 。 新 た な 制 度 構 築

に あ た っ て は 、 現 行 制 度 の 枠 組 み を い か し て 、 次 に 示 す よ う に

充 実 ・ 強 化 を 図 る べ き で あ る 。  
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(2)  新たな制度の主な内容 ～評価基準の設定と、評価・公表の強化～ 

制 度 の 概 要 を イ メ ー ジ し た も の が 図 表 3 13 で あ る 。  
制度の対象は、環境負荷を考慮して、CO2 排 出 量 の 大 き さ に

応 じ た 応 分 の 取 組 を 求 め る こ と を 基 本 と す る 。 そ こ で 、 対 象 範

囲 を 決 定 す る に 当 た っ て は 、 現 行 制 度 の 対 象 範 囲 で あ る 省 エ ネ

法 の 第 １ 種 及 び 第 ２ 種 エ ネ ル ギ ー 管 理 指 定 工 場 を 基 本 と し つ つ

も 、一 定 量 以 上 の CO2 を 排 出 す る 大 規 模 事 業 所（ 工 場・建 物 等 ）

と す べ き で あ る 。  
手 続 き は 図 表 3 13 に 示 す よ う に 、 対 象 事 業 者 に 対 し 、 削 減 対

策 計 画 書 の 策 定 及 び 結 果 報 告 の 作 成 を 義 務 付 け 、 自 ら 計 画 的 に

排 出 削 減 に 取 り 組 む こ と を 求 め る も の と す べ き で あ る 。 事 業 者

の 積 極 的 な 取 組 が 社 会 的 に 評 価 さ れ る し く み と す る た め に 、 削

減 結 果 に つ い て 統 一 的 な 評 価 基 準 を 設 定 し 、 省 エ ネ 法 に は な い

評 価 ・ 公 表 の し く み を 強 化 す ることが重要である。  

①  「 対 策 指 針 」 の 策 定  

都 は 、 事 業 所 に お け る 削 減 対 策 を 支 援 す る た め 、 以 下 の よ

う な 内 容 を 盛 り 込 ん だ 「 対 策 指 針 」 を 策 定 す る べ き で あ る 。  
 

 削 減 対 策 計 画 書 等 の 作 成 方 法  
 

 評 価 基 準  

評 価 基 準 に つ い て は 、 CO2 の 総 量 削 減 を 目 指 す た

め に 、「 総 量 削 減 率 」 を 原 則 と す る 。 な お 、 事 業 活 動

の 変 動 な ど 、事 業 者 の 個 別 事 情 を 踏 ま え た 適 切 な 評 価

方 法 に つ い て も 検 討 す べ き で あ る 。  
 

 都 内 事 業 所 の 実 態 に 基 づ く 具 体 的 な 削 減 メ ニ ュ ー

等 を 記 載 し た 削 減 対 策 ガ イ ド ラ イ ン  

な お 、具体 的 な 削 減 メ ニ ュ ー に つ い て は 、さ ま ざ

ま な 削 減 対 策 の 手 法 を 示 す と ともに、コストの回収

期 間 や 導 入 効 果 な ど を 分 か り や す く 事 例 的 に 示 す

べ き で あ る 。  
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②  都 が 作 成 す る 「 対 策 指 針 」 に 基 づ く 総 量 削 減 目 標 の 設 定  

現 行 制 度 で は 、 計 画 書 の 作 成 に お い て 、 削 減 目 標 の 設 定 が

任 意 の も の で あ っ た が 、 新 た な 制 度 で は 、 評 価 基 準 等 が 記 載

さ れ た 対 策 指 針 に 基 づ き 、 事 業 者 自 ら が よ り 高 い 総 量 削 減 目

標 を 設 定 す る し く み と す べ き で あ る 。 ま た 、 事 業 者 は 、 目 標

が 評 価 基 準 に 照 ら し て ど の レ ベ ル に あ る か を 自 己 評 価 し 、 公

表 す べ き で あ る 。  

一 方 、 都 は 、 実 態 調 査 結 果 や 対 策 指 針 に 基 づ き 、 事 業 者 が

よ り 高 い 総 量 削 減 目 標 を 設 定 す る よ う 指 導 等 を 行 う べ き で あ

る 。 ま た 、 都 は 、 提 出 さ れ た 計 画 書 を 集 計 し 、 対 象 事 業 者 全

体 の 取 組 状 況 に つ い て 公 表 す べ き で あ る 。 こ の こ と に よ り 、

事 業 者 が 自 ら の 計 画 レ ベ ル を 知 り 、 よ り 高 い 削 減 を 目 指 す こ

と を 促 す と と も に 、 広 く 都 民 が 事 業 者 の 計 画 を 評 価 で き る よ

う に す る こ と が 可 能 と な る 。  

な お 、 計 画 期 間 に つ い て は 、 中 長 期 的 な 視 野 で 設 備 導 入 を

図 る こ と が で き る よ う 、 5 年 程 度 と す る こ と が 適 切 で あ る 。  

③  取 組 結 果 の 自 己 評 価 ・ 公 表 と 、 都 の 評 価 ・ 公 表  

都 は 、 中 間 年 に お い て 、 事 業 者 に 対 し 実 施 状 況 の 報 告 を 求

め 、 削 減 目 標 が 着 実 に 実 施 さ れ る よ う 指 導 し て い く 必 要 が あ

る 。 ま た 、 積 極 的 な 事 業 者 に 対 す る イ ン セ ン テ ィ ブ と す る と

と も に 、 他 の 対 象 事 業 者 の 取 組 促 進 に 資 す る よ う 、 優 れ た 取

組 成 果 に つ い て 評 価 し 、 公 表 す べ き で あ る 。  

事 業 者 は 、 計 画 期 間 終 了 後 、 削 減 対 策 の 実 施 結 果 や 評 価 基

準 に よ り 自 己 評 価 し た 結 果 報 告 書 を 策 定 し 、 自 ら 公 表 す べ き

で あ る 。 な お 、 事 業 者 が 行 う 公 表 の 内 容 に つ い て は 、 都 が ガ

イ ド ラ イ ン を 示 す 必 要 が あ る 。  

ま た 、 都 は 、 個 々 の 事 業 者 の 公 表 内 容 や 事 業 者 全 体 の 達 成

状 況 な ど の 公 表 を 行 う べ き で あ る 。 そ の う ち 、 優 れ た 取 組 に

つ い て は 、 評 価 ・ 公 表 す る と と も に 、 特 に 優 れ た も の を 表 彰

す る な ど 、 取 組 成 果 を プ ラ ス 評 価 し て い く こ と も 検 討 す べ き
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で あ る 。 都 の 公 表 に 当 た っ て は 、 都 民 に 分 か り や す く 、 広 く

伝 わ る よ う な 工 夫 を こ ら す べ き で あ る 。

な お 、 表 彰 等 の 評 価 に 当 た っ て は 、 専 門 家 に よ る 第 三 者 的

な 機 関 を 設 け る な ど 、 評 価 の 客 観 性 、 信 頼 性 を 確 保 す る よ う

考 慮 す る 必 要 が あ る 。  

ま た 、 都 は 、 対 策 に 取 組 ん で い る 事 業 者 と の 公 平 性 を 確 保

す る た め 、 取 組 が 著 し く 不 十 分 な 事 業 者 に 対 し て は 、 そ の 状

況 を 調 査 し 、 必 要 に 応 じ て 指 導 す べ き で あ る 。 指 導 に よ る 改

善 が 見 ら れ な い 場 合 、 一 定 の 手 続 を 踏 ま え て 改 善 勧 告 等 を 行

い 、 正 当 な 理 由 な く 勧 告 等 に 係 る 改 善 を 行 わ な か っ た と き に

は 、 そ の 旨 を 公 表 す る こ と を 検 討 す べ き で あ る 。  

 

 

【 対 象 規 模 以 下 の 事 業 者 の 取 組 の 促 進 】  
温 暖 化 対 策 を 有 効 な も の と し て い く た め に は 、 対 象 規 模 以 下

の 事 業 者 が 都 内 の 産 業・業 務 部 門 の CO2 排 出 量 の 約 ７ 割 を 占 め

る こ と か ら 、 こ れ ら の 事 業 者 の 実 効 性 あ る 温 暖 化 対 策 が 非 常 に

重 要 で あ り 、 中 長 期 的 な 視 点 に 立 っ た 対 策 を 展 開 し て い く 必 要

が あ る 。 こ の う ち 、 中 小 企 業 に つ い て は 、 規 模 が 小 さ い こ と に

よ り 、 対 策 を 講 じ る 体 制 が 組 み に く い こ と に 加 え 、 省 エ ネ 対 策

に 関 す る 情 報 が 少 な い な ど の 状 況 が あ る た め 、 こ れ ら の 事 業 者

に つ い て 、 積 極 的 か つ 主 体 的 な 温 暖 化 対 策 の 取 組 を 実 施 し や す

い よ う に 、 支 援 を 行 っ て い く 必 要 が あ る 。  
そ の た め 、 具 体 的 な 削 減 メ ニ ュ ー 等 を 記 載 し た 削 減 対 策 ガ イ

ド ラ イ ン を 中 小 規 模 の 事 業 者 に も 示 し 、 多 様 な 省 エ ネ 技 術 な ど

の 事 例 を 広 く 情 報 提 供 し て 普 及 す る と と も に 、 計 画 的 な 排 出 削

減 の 努 力 を 促 す 方 策 を 講 ず る べ き で あ る 。 ま た 、 都 は 、 中 小 企

業 に お け る 省 エ ネ 設 備 の 導 入 な ど に 対 し て 、 石 油 特 別 会 計 や 既

存 の 融 資 制 度 を 活 用 し た 支 援 が 図 ら れ る よ う 検 討 す べ き で あ る 。 
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図表 13 大規模事業者における CO２削減に係る制度イメージ 
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２２２   新新新築築築建建建築築築物物物等等等ののの環環環境境境配配配慮慮慮設設設計計計ののの推推推進進進   

(1)  制度強化のねらい 

建 築 物 は 、 い っ た ん 建 設 さ れ る と 、 長 期 に わ た っ て 使 用 さ れ

る も の で あ り 、 新 築 や 増 築 の 機 会 を 捉 え て 建 築 物 の 環 境 性 能 を

高 め る こ と は 、 極 め て 重 要 で あ る 。 現 在 、 都 に お い て 実 施 し て

い る 建 築 物 環 境 計 画 書 制 度 は 、 建 築 主 に 高 い 環 境 性 能 を 備 え た

建 築 物 を 設 計 す る よ う 促 す た め に 、 大 規 模 な 建 築 物 を 新 築 す る

際 に 、「 エ ネ ル ギ ー 使 用 の 合 理 化 」な ど ３ 分 野 に お け る 環 境 配 慮

の 計 画 書 の 提 出 を 求 め 、 都 が 公 表 す る も の と し て い る 。  

こ の 制 度 は 、 建 築 物 の 環 境 性 能 を 評 価 ・ 公 表 す る し く み と し

て 全 国 に 先 駆 け た も の で あ る が 、 温 暖 化 対 策 の 視 点 か ら さ ら に

充 実 強 化 を 図 る こ と に よ り 、 新 築 建 築 物 の 環 境 配 慮 設 計 を 一 層

進 め る と と も に 、 環 境 に 配 慮 し た 質 の 高 い 建 築 物 が 評 価 さ れ る

市 場 の 形 成 を 促 し て い く べ き で あ る 。 ま た 、 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド

対 策 と い う 視 点 か ら は 、 風 の 効 用 を 活 か し た り 、 緑 地 の ネ ッ ト

ワ ー ク の 形 成 な ど 、 面 的 な 取 組 も 重 要 で あ る 。 こ の た め 、 周 辺

地 域 と の 関 係 を 考 慮 し 、 風 通 し や 緑 の 連 続 性 な ど 、 建 物 敷 地 全

体 の 環 境 配 慮 を 進 め る こ と も 必 要 で あ る 。  

そ の た め に は 、 現 行 制 度 の 枠 組 み を 活 か し な が ら 、 省 エ ネ ル

ギ ー 対 策 や ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対 策 の 強 化 を 図 る と と も に 、 公 表

の し く み を 充 実 さ せ る 必 要 が あ る 。 制 度 強 化 の イ メ ー ジ を 図 表  

4 14 に 示 す 。  

(2)  強化すべき制度の主な内容 

①  省 エ ネ ル ギ ー 対 策 の 強 化  

建 築 物 に お い て は 、 新 築 時 に 可 能 な 限 り 省 エ ネ ル ギ ー 性 能

を 高 め て い く こ と が 必 要 で あ る 。 断 熱 強 化 や 設 備 の 効 率 化 な

ど は 、 新 築 時 に 行 う 方 が 、 よ り 効 果 的 で コ ス ト も 少 な く 済 む

こ と と な る 。  
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図表 14 新築建築物に係る制度強化のイメージ 

ヒートアイランド対策、省エネルギー対策の強化 

◆ 環境配慮の分野        ◆ 強化内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンションの表示のしくみの導入 

◆ マンション販売時に環境性能を 

     表示、説明するしくみの導入 

 

 

 

 

新 築 建 築 物 の 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 の 取 組 状 況 を 、 こ れ ま で に

提 出 さ れ た 計 画 書 で み る と 、 省 エ ネ ル ギ ー 技 術 の 発 展 や 市 場

ニ ー ズ な ど を 背 景 に 、 か な り の 数 が 比 較 的 高 い 評 価 レ ベ ル に

あ る 。 今 後 、 さ ら に 高 い 省 エ ネ ル ギ ー 性 能 に 誘 導 し 、 取 組 の

進 ん だ 建 築 物 の レ ベ ル が 適 切 に 評 価 さ れ る し く み と す る た め 、

評 価 基 準 を 見 直 し 、 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 の 強 化 を 図 る 必 要 が あ

る 。  

ま た 、 新 築 建 築 物 は 、 高 い 環 境 性 能 で 設 計 ・ 建 設 す れ ば そ

れ で よ い と す る の で は な く 、 完 成 後 も そ の 建 築 物 の 省 エ ネ ル

ギ ー 性 能 が 十 分 に 発 揮 さ れ る よ う な 運 用 ・ 管 理 を 行 う こ と が

重 要 で あ る 。 そ の た め 、 建 築 物 の 運 用 開 始 後 の 実 態 把 握 や 改

善 の た め の し く み を 検 討 す べ き で あ る 。  

0

1

2

3

エネルギー使用の合理化 

資源の適正利用 

自然環境の保全 

省エネルギー評価基準のレベルアップ 

緑化の評価基準のレベルアップ 

ヒートアイランド現象の緩和 

追 加 
◇敷地と建物の被覆対策については 

評価基準を新たに設定 

＊保水性舗装、高反射率塗料など

◇人工排熱対策を評価項目に追加 

◆ 表示のイメージ 

ヒートアイランド対策

設備の省エネ 

自然光や風の利用 

緑 化 

長寿命化 

建物の断熱 

水循環
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②  ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対 策 の 追 加  

建 築 物 の 性 能 や 敷 地 状 況 が ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現 象 に 及 ぼ す

影 響 が 大 き い こ と か ら 、 建 築 物 環 境 計 画 書 制 度 に お い て も 、

ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対 策 を 強 化 し て い く 必 要 が あ る 。 ヒ ー ト ア

イ ラ ン ド 対 策 に 資 す る 建 築 資 材 ・ 手 法 の 開 発 の 進 展 等 を 踏 ま

え 、 環 境 配 慮 の 分 野 に 「 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現 象 の 緩 和 」 を 新

設 し 、以下 の 配 慮 事 項 等 を 盛 り 込 む 方 向 で 検 討 す べ き で あ る 。 

・  敷 地 と 建 築 物 の 被 覆 対 策 に つ い て は、 現 在 は 任 意 記 載 項

目 で あ る が 、 レ ベ ル 評 価 を 行 う こ と が で き る 評 価 項 目 に

格 上 げ す る こ と 。  

・  人 工 排 熱 対 策 を 新 た な 評 価 項 目 と す る こ と 。  

・  建 築 物 の 敷 地 内 に 留 ま ら ず 周 辺 地 域ま で 配 慮 す る 視 点 か

ら 、 風 通 し や 緑 の 連 続 性 に 関 す る 項 目 の 設 置 を 検 討 す る

こ と 。  

・  緑 化 を さ ら に 進 め る た め 、 評 価 基 準を レ ベ ル ア ッ プ す る

と と も に 被 覆 対 策 と 総 合 化 を 図 る こ と 。  

③  よ り 効 果 的 な 公 表 の し く み の 充 実  

制 度 対 象 規 模 の 新 築 建 築 物 の う ち 、 マ ン シ ョ ン が 全 体 の 約

６ 割 を 占 め て い る 。 一 般 消 費 者 が 購 入 す る 際 に 、 現 行 制 度 で

は 環 境 性 能 の 情 報 が 得 に く い こ と か ら 、 公 表 の し く み を よ り

効 果 的 な も の と し て い く 必 要 が あ る 。  

そ の た め 、 消 費 者 が マ ン シ ョ ン を 購 入 す る 際 に 、 環 境 性 能

を 選 択 の 指 標 の 一 つ と し て い け る よ う 、 環 境 配 慮 の 内 容 を 購

入 予 定 者 に 対 し て 表 示・説 明 す る し く み を 導 入 す る べ き で あ る 。 

な お 、建築 物 環 境 計 画 書 制 度 は 、延 床 面 積 が 10,000m2 を

超 え る 新 築 又 は 増 築 の 建 築 物 を 対 象 と し て い る が 、 既 存 の 建

築 物 や 小 規 模 の 新 築 建 築 物 に つ い て も 、 本 制 度 の 評 価 基 準 を

活 用 し 、 環 境 性 能 が 市 場 で 評 価 さ れ る よ う 、 都 は 情 報 提 供 な

ど を 行 っ て い く 必 要 が あ る 。 ま た 、 対 象 規 模 に つ い て は 、 中

長 期 的 な 視 点 か ら 検 討 し て い く べ き で あ る 。 
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３３３   消消消費費費者者者へへへののの省省省エエエネネネ情情情報報報等等等ののの確確確実実実ななな伝伝伝達達達   
                           ～～～ＣＣＣＯＯＯ２２２削削削減減減ににに向向向けけけたたたラララベベベリリリンンングググ制制制度度度ののの創創創設設設～～～    

(1)  ラベリング制度の目的 

東 京 の 家 庭 部 門 に お け る CO2 排出量は増加傾向にあり、特 に 、

単 身 者 世 帯 に お け る 増 加 が 著 し い 。 ま た 、 CO2 排 出 量 の う ち 電

力 使 用 に よ る も の が 60％ を 占 め て い る た め 、家 庭 部 門 の 対 策 と

し て 、 省 エ ネ 家 電 の 普 及 は 特 に 有 効 で あ る 。 家 電 製 品 の 購 入 時

に 、 消 費 者 の 温 暖 化 に 対 す る 問 題 意 識 を 喚 起 し 、 省 エ ネ 型 製 品

を 選 ぶ こ と で 都 民 が 継 続 的 に 温 暖 化 対 策 に 取 り 組 め る よ う に す

べ き で あ る 。  
一 方 、 国 で は 、 省 エ ネ 法 に 基 づ く 製 造 者 へ の 省 エ ネ 製 品 開 発

の 義 務 付 け と 、 省 エ ネ 性 能 カ タ ロ グ 等 で の 省 エ ネ 製 品 の 情 報 提

供 を 行 っ て い る が 、 販 売 者 を 制 度 の 対 象 と し て い な い た め 、 消

費 者 が 店 頭 で 、 家 電 製 品 の 省 エ ネ 性 能 や 温 室 効 果 ガ ス 排 出 に 関

す る 環 境 性 能 を 十 分 理 解 し た 上 で 、 購 入 等 の 判 断 を す る こ と が

難 し い 。  
そ こ で 、 都 は 、 環 境 配 慮 型 製 品 を 消 費 者 が 評 価 で き る よ う 、

家 電 販 売 店 が 店 頭 で 省 エ ネ ラ ベ ル の 表 示 等 を 行 う キ ャ ン ペ ー ン

（ ２ ０ ０ ２ 年 ７ ・ ８ 月 ） を 展 開 し 、 消 費 者 か ら 省 エ ネ ラ ベ ル は

非 常 に 参 考 と な っ た と い う 声 が 寄 せ ら れ た 。  
温 暖 化 阻 止 を 都 民 の 意 識 に 根 付 か せ 、 具 体 的 な 消 費 者 行 動 に

ま で 反 映 さ せ て い く に は 、 販 売 店 に よ る 継 続 的 な 省 エ ネ ラ ベ ル

の 表 示 を 制 度 化 す べ き で あ る 。 ま た 、 こ の ラ ベ リ ン グ 制 度 は 環

境 に 配 慮 し た 消 費 者 行 動 の 拡 大 ・ 促 進 を 通 じ て 、 環 境 配 慮 型 製

品 の 開 発 ・ 製 造 ・ 販 売 に 積 極 的 な 企 業 の 支 援 に つ な げ る 上 で も

有 効 で あ り 、 そ の 意 味 か ら も 、 こ の 制 度 を 全 国 に 向 け て 提 案 し

て い く 必 要 が あ る 。  
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(2)  創設すべきラベリング制度の主な内容 

①  表 示 方 法 ・ 内 容  

販 売 店 が 店 頭 の 家 電 製 品 本 体 に 、 省 エ ネ 性 能 の 水 準 や 年 間

消 費 電 力 量 、 電 気 料 金 、 温 室 効 果 ガ ス で あ る フ ロ ン を 使 用 し

て い な い （ ノ ン フ ロ ン ） 等 が 一 目 で わ か る 省 エ ネ ラ ベ ル を 表

示 す べ き で あ る （ 図 表 15 参 照 ）。  

②  対 象 品 目  

省 エ ネ 基 準 の 設 定 状 況 や 販 売 店 の 対 応 可能性等から、ま ず 、

エ ア コ ン 、 冷 蔵 庫 、 テ レ ビ な ど の 、 家 庭 で の 消 費 電 力 量 の 多

い 家 電 製 品 か ら 制 度 の 導 入 を 図 る が 、 プ ラ ズ マ ・ 液 晶 テ レ ビ

な ど 他 の 家 電 製 品 や 、 電 気 製 品 以 外 の も の （ ガ ス 機 器 等 ） へ

の 拡 大 も 検 討 す る 必 要 が あ る 。  
 

図表 15 ラベルのイメージ 
 （製品本体への表示） （ラベル表示内容） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

120,000 
39,600 

159,600 

メーカー名 機種名 

省エネ基準達成率 

２１７％ １８０kWh/年 

年間消費電力量 
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な お 、 ラ ベ リ ン グ 制 度 に つ い て は 、 都 、 消 費 者 団 体 、 業 界

団 体 、ＮＧ Ｏ 等 で 構 成 す る「“ 家 電 で 少 エ ネ ”実 行 委 員 会 」で

検 討 が 進 め ら れ て き た 。  
対 象 品 目 、 表 示 方 法 等 の 詳 細 に つ い て は 、 こ の 実 行 委 員 会

を 活 用 し て 、 消 費 者 団 体 や 業 界 団 体 、 Ｎ Ｇ Ｏ 等 と 連 携 ・ 協 働

し て 検 討 を 進 め る 必 要 が あ る 。  
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第４ 今後の展開にむけて 

～国や他の自治体への波及、そして持続可能な社会の実現に向けて～ 

こ れまで、諮 問 事 項 に つ い て 如 何 に 制 度 化 を 図 る べ き か に つ い て

提 言 し て き た が 、温 暖 化 対 策 を 進 め 持 続 可 能 な 社 会 を 構 築 し て い く

た め に は 、さ ま ざ ま な 主 体 に よ る 全 国 的 、継 続 的 、総 合 的 な 取 組 も

必 要 で あ る た め 、こ の 視 点 に 立 っ て 、今 後 の 展 開 す べ き 施 策 の 方 向

性 に つ い て 示 す 。  

１１１   他他他ののの自自自治治治体体体とととののの連連連携携携   

温 暖 化 対 策 は 、東 京 と い う 一 地 域 で の 取 組 に と ど ま る の で は な

く 、全 国 的 な 取 組 こ そ が 重 要 で あ り 、全 国 の 自 治 体 の 取 組 が 国 に

さ ら な る 温 暖 化 対 策 を 迫 る こ と に も つ な が る も の で あ る 。  

今 回 、「 東 京 都 に お け る 実 効 性 あ る 温 暖 化 対 策 」 と し て 、 ２ つ

の 計 画 書 制 度 と 省 エ ネ ラ ベ ル に つ い て 、新 し い 施 策 の 方 向 性 を 提

言 し た 。こ れ は 、東 京 に お け る“ ２ つ の 温 暖 化 ”対 策 に 即 し た 制

度 設 計 と な っ て い る が 、全 国 の 各 自 治 体 が こ れ ま で の 取 組 や そ れ

ぞ れ の 地 域 特 性 を 踏 ま え て 必 要 に 応 じ た 修 正 を 加 え る こ と に よ

っ て 、 全 国 の 自 治 体 に お い て も活用が十分可能なものである。 

し た が っ て 、都 は 、首 都 圏 の 八 都 県 市 首 脳 会 議 の メ ン バ ー を は

じ め 、全国 の 自 治 体 に 向 け て 、今 回 提 言 し た 新 た な 温 暖 化 対 策 に

つ い て 情 報 発 信 す る と と も に 、広 く 、他 の 自 治 体 と 連 携・協 力 を

図 っ て 温 暖 化 対 策 を 強 力 に 進 め て い く べ き で あ る 。  

 

２２２   提提提言言言しししたたた制制制度度度ののの検検検証証証ととと見見見直直直ししし   

温 暖 化 対 策 は 、長 期 継 続 的 に 取 り 組 む べ き も の で あ る と と も に 、

各 主 体 の 取 組 の 進 展 状 況 や 社 会 経 済 活 動 の 動 向 、技 術 開 発 の 進 歩

な ど 、今後 の 社 会 の 変 化 に 合 わ せ て 、温 暖 化 対 策 そ の も の を 進 化

さ せ て い く べ き も の で あ る 。  
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こ の た め 、今 回 実 効 性 の あ る 温 暖 化 対 策 と し て 提 言 し た 制 度 に

つ い て も 、 適 切 な 時 期 に 、 Ｃ Ｏ ２ の 総 量 削 減 に ど の 程 度 寄 与 で き

たかどうか検証し、その結果を踏まえ て 、社 会 の 変 化 に 対 応 し た

必 要 な 見 直 し を 行 っ て い く べ き で あ る 。  
 

３３３   すすすべべべてててののの主主主体体体ににによよよるるる総総総合合合的的的ななな取取取組組組ののの実実実施施施   

“ ２ つ の 温 暖 化 ”を 阻 止 す る た め に は 、す べ て の 主 体 が 社 会 の

さ ま ざ ま な 分 野 で 総 合 的 な 取 組 を 進 め て い く こ と が 必 要 で あ る 。 
運 輸 部 門 対 策 に つ い て は 、今 回 の 諮 問 事 項 に は な っ て い な い が 、

東 京 の CO2 排 出 割 合 の 約 3 割 を 占 め て い る こ と か ら 、 そ の 対 策

の 具 体 化 は 重 要 で あ る 。都 は 、交 通 需 要 マ ネ ジ メ ン ト 施 策 に よ る

自 動 車 交 通 量 の 抑 制 や 、渋 滞 解 消 な ど を 目 指 し た 交 通 基 盤 整 備 を

進 め る と と も に 、都 が こ れ ま で 国 に 対 し て 要 望 し て き た 自 動 車 の

燃 費 基 準 の 一 層 の 強 化 を 引 き 続 き 求 め て い く べ き で あ る 。  
家 庭 部 門 対 策 に つ い て は 、都 は 、環境 学 習 の 充 実 、強 化 な ど に

よ り 温 暖 化 問 題 に 関 す る 意 識 啓 発 に 努 め る と と も に 、省 エ ネ 技 術

や 自 然 エ ネ ル ギ ー 利 用 の 普 及 拡 大 の た め の 情 報 提 供 、支 援 等 を 図

っ て い く べ き で あ る 。ま た 、省 エ ネ 基 準 が 設 定 さ れ て い な い 製 品

に つ い て 、 国 に 対 し 、 省 エ ネ 基準の設定を求めるべきである。  
一 方 、国は 、地 球 温 暖 化 対 策 推 進 大 綱 を 策 定 し 、施 策 を 進 め て

き た が 、 さ ら に 有 効 な 温 暖 化 対 策 の 具 体 化 を 進 め る 必 要 が あ る 。

その中で、国は、温暖化対策 に 率 先 し て 取 り 組 む 自 治 体 、個 人 や

企 業 に 対 し て 財 政 措 置 を 含 む 積 極 的 な 支 援 策 等 を よ り 充 実 さ せ

る べ き で あ る 。  

最 後 に 、温 暖 化 問 題 は 、人 類 の 存 続 を か け 、あ ら ゆ る 英 知 を 結

集 し て 克 服 す べ き 課 題 で あ る 。  
都 は 、自ら 温 暖 化 阻 止 に 向 け た 行 動 を 実 践 す る こ と は も と よ り 、

都 民 、事業 者 、ＮＰ Ｏ や 他 の 自 治 体 と 連 携 、協 働 し て 、先 進 的 な

温 暖 化 対 策 に 果 敢 に 挑 戦 す べ き で あ る 。




